
議案第６１号 

日進市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定について 

 日進市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例を別紙のとおり制定する。 

  令和元年９月２日提出 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

１ 提案理由 

  この案を提出するのは、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施

行に伴い、会計年度任用職員制度を導入するため、日進市会計年度任用職員の給与

及び費用弁償に関する条例を制定する必要があるからであります。 

２ 制定内容 

（１）会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関し必要な事項を定める。 

（２）関連する条例の整備を行う。 



- 1 - 

日進市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

令和  年  月  日  

条 例 第     号  

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３条の２第５項

及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２４条第

５項の規定に基づき、法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員（以下「職員」と

いう。）の給与及び費用弁償に関し必要な事項を定めるものとする。 

（給与） 

第２条 前条の「給与」とは、報酬及び期末手当をいう。 

２ 給与は、他の条例に規定する場合を除くほか、現金で支払わなければならない。 

ただし、職員から申出があったときは、口座振替の方法により支払うことができる。 

３ 公務について生じた費用の弁償は、給与には含まれない。 

（給与全額払いの特例） 

第３条 法第２５条第２項の規定による給与の全額払いの特例は、日進市職員の給与

に関する条例（昭和３６年日進町条例第３０号。以下「給与条例」という。）第２

条の２第４号及び第５号の規定を準用する。 

（報酬表） 

第４条 職員の報酬の基準となる金額（以下「基準額」という。）は、別表第１に定

める報酬表（以下「報酬表」という。）によるものとする。 

２ 報酬表は、全ての職員に適用するものとする。 

（職務の級） 

第５条 職員の職務は、その職種ごとに、その複雑、困難及び責任の度に基づき、こ

れを報酬表に定める職務の級に分類するものとし、その分類の基準となるべき職務

の内容は、別表第２に定める等級別基準職務表（以下次項において「等級別基準職

務表」という。）によるものとする。 

２ 職員の職務の級は、等級別基準職務表に従い任命権者（法第６条第１項に規定す

る任命権者及びその委任を受けた者をいう。以下同じ。）が決定する。 

（職務の号給） 

第６条 新たに報酬表の適用を受ける職員となった者の号給は、規則で定める基準に

従い任命権者が決定する。 

（地域手当に係る報酬） 

第７条 民間の賃金水準を基礎とし、物価等を考慮して、職員に地域手当相当額を報

酬に加算して支給する。 

２ 地域手当相当額は、基準額に１００分の１３を乗じて得た額とする。 

 （職員の報酬） 
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第８条 月額で報酬を定める職員の報酬の額は、基準月額に、当該職員について定め

られた１週間当たりの勤務時間（休憩時間を除く。）を日進市職員の勤務時間、休

暇等に関する条例（平成７年日進市条例第１号。以下「勤務時間条例」という。）

第２条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた額。以下この条において同じ。）とする。 

２ 日額で報酬を定める職員の報酬の額は、基準月額を２１で除して得た額に、当該

職員について定められた１日当たりの勤務時間（休憩時間を除く。）を７．７５で

除して得た数を乗じて得た額とする。 

３ 時間額で報酬を定める職員の報酬の額は、基準月額を１６２．７５で除して得た

額とする。 

４ 前３項の「基準月額」とは、これらに規定する職員の１週間当たりの通常の勤務

時間が勤務時間条例第２条第１項に規定する勤務時間と同一であるとした場合に、

その者の職務の内容及び責任、職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経験等に

照らして第４条から第６条までの規定を適用して得た額に、地域手当相当額を加算

した額とする。 

 （報酬の支給） 

第９条 報酬は、月の１日から末日までを計算期間とし、市長が規則で定める期日に

支給する。 

２ 日額又は時間額により報酬が定められた職員に対しては、その者の勤務日数又は

勤務時間数に応じて報酬を支給する。 

３ 月額により報酬が定められた職員に対しては、職員となった日から退職した日ま

での報酬を支給する。ただし、死亡により退職した場合は、その月の末日までの報

酬を支給する。 

４ 前項の規定により報酬を支給する場合であって、月の１日から支給するとき以外

のとき、又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その報酬の額は、その月の 

現日数から勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条の規定に基づく週休日（

同項に規定する週休日をいう。以下同じ。）の日数を差し引いた日数を基礎として

日割りによって計算する。 

 （通勤に係る費用弁償） 

第１０条 職員が給与条例第１５条第１項各号に定める通勤手当の支給要件に該当す

るときは、通勤に係る費用弁償を市長が規則で定める期日に支給する。 

２ 通勤に係る費用弁償の額（その支給の単位となる一定の期間における通勤の回数

が少ない者についての減額の措置を含む。）及び返納については、給与条例第１５

条第２項及び第４項から第６項までの規定を準用する。 

（公務のための旅行に係る費用弁償） 

第１１条 職員が公務のための旅行に係る費用を負担するときは、その旅行に係る費

用弁償を支給する。 

２ 旅行に係る費用弁償の額は、日進市職員の旅費に関する条例（昭和５１年日進町
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条例第１７号）の規定の適用を受ける職員の例による。この場合において、職員の

職務の級は、給与条例別表第１における２級以下に相当するものとする。 

（時間外勤務に係る報酬） 

第１２条 当該職員について定められた勤務時間（以下「正規の勤務時間」という。

）以外の時間に勤務することを命ぜられた職員に対して、その正規の勤務時間以外

の時間に勤務した全時間について、報酬を支給する。 

２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき、第１７条第１項に規定する勤務

１時間当たりの報酬額に正規の勤務時間以外の時間にした次の各号に掲げる勤務の

区分に応じてそれぞれ１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で市長

が規則で定める割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場

合は、その割合に１００分の２５を加算した割合）を乗じて得た額とする。 

ただし、職員が第１号に掲げる勤務で正規の勤務時間以外の時間にしたもののうち、 

その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間４５

分に達するまでの間の勤務にあっては、同項に規定する勤務１時間当たりの報酬額

に１００分の１００（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場

合は、１００分の１２５）を乗じて得た額とする。 

（１）正規の勤務時間が割り振られた日（次条の規定により休日勤務に係る報酬が支

給されることとなる日を除く。）における勤務 

（２）前号に掲げる勤務以外の勤務 

３ 前２項の規定にかかわらず、週休日の振替等により、あらかじめ割り振られた１

週間の正規の勤務時間（以下この項において「割振り変更前の正規の勤務時間」と

いう。）を超えて勤務することを命ぜられた職員には、割振り変更前の正規の勤務

時間を超えて勤務した全時間（次条の規定により休日勤務に係る報酬が支給される

こととなる時間を除く。）に対して、勤務１時間につき、第１７条第１項に規定す

る勤務１時間当たりの報酬額に１００分の２５から１００分の５０までの範囲内で

市長が規則で定める割合を乗じて得た額を報酬として支給する。ただし、職員が割

振り変更前の正規の勤務時間を超えてした勤務のうち、その勤務の時間と割振り変

更前の正規の勤務時間との合計が３８時間４５分に達するまでの間の勤務について

は、この限りでない。 

４ 次に掲げる時間の合計が１月について６０時間を超えた職員には、その６０時間 

を超えて勤務した全時間に対して、前３項の規定にかかわらず、勤務１時間につき、 

第１７条第１項に規定する勤務１時間当たりの報酬額に次の各号に掲げる時間の区 

分に応じて、当該各号に定める割合を乗じて得た額を時間外勤務に係る報酬として 

支給する。 

（１）第１項の勤務（次条の規定により休日勤務に係る報酬が支給されることとなる

日を除く。）の時間 １００分の１５０（その時間が午後１０時から翌日の午前

５時までの間である場合は、１００分の１７５） 

（２）前項の勤務（同項ただし書の勤務を除く。）の時間 １００分の５０ 
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（休日勤務に係る報酬） 

第１３条 勤務時間条例第９条に規定する祝日法による休日（勤務時間条例第１０条

第１項の規定により代休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全部

を勤務した職員にあっては、当該休日に代わる代休日。以下「祝日法による休日等

」という。）及び勤務時間条例第９条に規定する年末年始の休日（勤務時間条例第

１０条第１項の規定により代休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤務時間

の全部を勤務した職員にあっては、当該休日に代わる代休日。以下「年末年始の休

日等」という。）において、正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられた職員に

は、その正規の勤務時間中に勤務した全時間に対して、報酬を支給する。 

２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき、第１７条第１項に規定する勤務

１時間当たりの報酬額に１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で市

長が規則で定める割合を乗じて得た額とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、休日（祝日法による休日等又は年末年始の休日等（

代休日を除く。）をいう。以下この項において同じ。）に勤務することを命ぜられ

た勤務時間に相当する時間を、他の日に勤務させないこととされた職員の、その休

日の勤務に対しては、同項に規定する報酬を支給しない。 

 （夜間勤務に係る報酬） 

第１４条 正規の勤務時間として、午後１０時から翌日の午前５時までの間に勤務す 

ることを命ぜられた職員には、その間に勤務した全時間に対して、報酬を支給する。 

２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき第１７条第１項に規定する勤務１

時間当たりの報酬額に１００分の２５を乗じて得た額とする。 

（期末手当） 

第１５条 給与条例第２０条（第３項及び第５項を除く。）、第２０条の２及び第２

０条の３の規定は、任期が６月以上の職員（１週間当たりの勤務時間が著しく短い

ものとして市長が規則で定めるものを除く。以下この条において同じ。）について

準用する。この場合において、給与条例第２０条第１項中「それぞれ基準日の属す

る月の市長が規則で定める日」とあるのは「市長が規則で定める日」と、給与条例

第２０条第４項中「それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあって

は、退職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料の月額及び扶養

手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額」とあるのは「それぞれ

その基準日（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日）以

前６月以内の職員として在職期間における報酬（市長が規則で定める額を除く。）

の１月当たりの平均額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）

」と読み替えるものとする。 

２ 任期が６月に満たない職員の１会計年度内における職員としての任期（任命権者

を同じくするものに限る。）の合計が６月以上に至ったときは、当該職員は、当該

会計年度において、前項の任期が６月以上の職員とみなす。 

３ ６月１日を基準日とする期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日ま
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で職員として任用され、同日の翌日に職員として任用された者の任期（６月未満の

ものに限る。）と前会計年度における任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に

係るもので、任命権者を同じくするものに限る。）との合計が６月以上に至ったと

きは、第１項の任期が６月以上の職員とみなす。 

（特殊勤務に係る報酬） 

第１６条 日進市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３９年日進町条例第８号。

以下「特殊勤務手当条例」という。）第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項

及び第６条第１項に規定する業務に従事することを命ぜられた職員には、特殊勤務

手当条例第３条第２項、第４条第２項、第５条第２項及び第６条第２項の例により

計算して得た額の報酬を支給する。 

（勤務１時間当たりの報酬額） 

第１７条 第１２条から第１４条までに規定する勤務１時間当たりの報酬額は、次の

各号に掲げる報酬の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１）月額による報酬 第８条第１項の規定により計算して得た額に１２を乗じて得 

た額を当該職員について定められた１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもの

から市長が規則で定める時間を減じたもので除して得た額 

（２）日額による報酬 第８条第２項の規定により計算して得た額を当該職員につい

て定められた１日当たりの勤務時間で除して得た額 

（３）時間額による報酬 第８条第３項の規定により計算して得た額 

２ 次条に規定する勤務１時間当たりの報酬額は、次の各号に掲げる報酬の区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

（１）月額による報酬 第８条第１項の規定により計算して得た額に１２を乗じて得 

た額を当該職員について定められた１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもの

で除して得た額 

（２）日額による報酬 前項第２号の規定により計算して得た額 

（報酬の減額） 

第１８条 月額により報酬を定められている職員が正規の勤務時間中に勤務しないと

きは、勤務時間条例第８条の２に規定する時間外勤務代休時間、祝日法による休日

等又は年末年始の休日等である場合、有給の休暇による場合その他任命権者が定め

る場合を除き、その勤務しない１時間につき、前条第２項第１号に定める勤務１時

間当たりの報酬額を減額する。 

２ 日額により報酬を定められている職員が正規の勤務時間中に勤務しないときは、

勤務時間条例第８条の２に規定する時間外勤務代休時間、祝日法による休日等又は

年末年始の休日等である場合、有給の休暇による場合その他任命権者が定める場合

を除き、その勤務しない１時間につき、前条第２項第２号に定める勤務１時間当た

りの報酬額を減額する。 

 （市長が特に必要と認める職員の給与） 

第１９条 第２条から前条までの規定にかかわらず、職務の特殊性等を考慮し市長が
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特に必要と認める職員の給与については、その職務の特殊性等及び常勤の職員との

権衡を考慮し、任命権者が別に定めるものとする。 

（委任） 

第２０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（日進市行政不服審査法施行条例の一部改正） 

２ 日進市行政不服審査法施行条例（平成２８年日進市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

(審理員) (審理員) 

第9条 略 第9条 略 

2 略 2 略 

 3 前項の規定による任用は、業務を遂行

するために必要な知識、技能及び経験

を有する者のうちから、任命権者が選

考により行う。 

3 法務嘱託職員は、地方公務員法(昭和

25年法律第261号)第22条の2第1項第1

号に掲げる職員とする。 

4 法務嘱託職員は、地方公務員法(昭和

25年法律第261号)第3条第3項第3号に

規定する特別職とする。 

 5 法務嘱託職員の報酬及び費用弁償の

支給並びに勤務時間及び勤務日につい

ては、任命権者が別に定める。 

 6 法務嘱託職員は、職務上知ることがで

きた秘密を漏らしてはならない。その

職を退いた後も同様とする。 

（日進市行政不服審査法施行条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ この条例の施行前に附則第２項の規定による改正前の日進市行政不服審査法施行

条例第９条第４項に規定する法務嘱託職員であった者に係る同条第６項に規定する

秘密を漏らしてはならない義務については、なお従前の例による。 

（公益的法人等への職員の派遣に関する条例の一部改正） 

４ 公益的法人等への職員の派遣に関する条例（平成１３年日進市条例第３１号）の
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一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(職員の派遣) (職員の派遣) 

第2条 略 第2条 略 

2 法第2条第1項に規定する条例で定め

る職員は、次に掲げる職員とする。 

2 法第2条第1項に規定する条例で定め

る職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 地方公務員法第22条に規定する

条件付採用になっている職員(市長

が定める職員を除く。) 

(3) 地方公務員法第22条第1項に規定

する条件付採用になっている職員

(市長が定める職員を除く。) 

(4)・(5) 略 (4)・(5) 略 

（日進市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

５ 日進市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１８年日進市条例第５

号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(報告事項) (報告事項) 

第3条 前条の規定により人事行政の運

営の状況に関し、任命権者が報告しな

ければならない事項は、職員(臨時的に

任用された職員及び非常勤職員(地方

公務員法第28条の5第1項に規定する短

時間勤務の職を占める職員及び同法第

22条の2第1項第2号に掲げる職員を除

く。)を除く。以下同じ。)に係る次に

掲げる事項とする。 

第3条 前条の規定により人事行政の運

営の状況に関し、任命権者が報告しな

ければならない事項は、職員(臨時的に

任用された職員及び非常勤職員(地方

公務員法第28条の5第1項に規定する短

時間勤務の職を占める職員を除く。)

を除く。以下同じ。)に係る次に掲げる

事項とする。 

(1)～(11) 略 (1)～(11) 略 

（日進市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

６ 日進市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和４３年日進町条例第

２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(休職の効果) (休職の効果) 
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第3条 略 第3条 略 

2・3 略 2・3 略 

4 法第22条の2第1項第1号に掲げる職員

に対する第1項の規定の適用について

は、同項中「3年を超えない範囲内」と

あるのは「法第22条の2第1項及び第2

項の規定に基づき任命権者が定める任

期の範囲内」とする。 

（日進市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

７ 日進市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和４３年日進町条例第１号）

の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は、地方公務員法(昭和

25年法律第261号。以下「法」という。)

第29条第2項及び第4項の規定に基づ

き、職員の懲戒の手続及び効果につい

て規定するものとする。 

第1条 この条例は、地方公務員法(昭和

25年法律第261号)第29条第2項及び第4

項の規定に基づき、職員の懲戒の手続

及び効果について規定するものとす

る。 

(減給の効果) (減給の効果)

第3条 減給は、1月から6月までの範囲内

において任命権者が定める期間、給料

及びこれに対する地域手当の合計額

(法第22条の2第1項第1号に掲げる職員

については、報酬の額(日進市会計年度

任用職員の給与及び費用弁償に関する

条例(令和 年日進市条例第 号)第12

条から第14条までに規定する報酬の額

を除く。))の10分の1以下において任命

権者が定める額を給与から減ずるもの

とする。 

第3条 減給は、1月から6月までの範囲内

において任命権者が定める期間、給料

の合計額の10分の1以下において任命

権者が定める額を給与から減ずるもの

とする。 

（日進市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

８ 日進市職員の育児休業等に関する条例（平成４年日進町条例第１号）の一部を次

のように改正する。 
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改正後 改正前 

(育児休業をしている職員の期末手当

等の支給) 

(育児休業をしている職員の期末手当

等の支給) 

第7条 略 第7条 略 

2 給与条例第21条第1項に規定するそれ

ぞれの基準日に育児休業をしている職

員(地方公務員法第22条の2第1項第1号

に掲げる職員を除く。)のうち、基準日

以前6月以内の期間において勤務した

期間がある職員には、当該基準日に係

る勤勉手当を支給する。 

2 給与条例第21条第1項に規定するそれ

ぞれの基準日に育児休業をしている職

員のうち、基準日以前6月以内の期間に

おいて勤務した期間がある職員には、

当該基準日に係る勤勉手当を支給す

る。 

 (育児休業をした職員の職務復帰後に

おける号給の調整) 

 (育児休業をした職員の職務復帰後に

おける号給の調整) 

第8条 育児休業をした職員(地方公務員

法第22条の2第1項第1号に掲げる職員

を除く。)が職務に復帰した場合におい

て、他の職員との均衡上必要があると

認められるときは、その育児休業の期

間を100分の100以下の換算率により換

算して得た期間を引き続き勤務したも

のとみなして、市長が規則で定めると

ころにより、その者の号給を調整する

ことができる。 

第8条 育児休業をした職員が職務に復

帰した場合において、他の職員との均

衡上必要があると認められるときは、

その育児休業の期間を100分の100以下

の換算率により換算して得た期間を引

き続き勤務したものとみなして、市長

が規則で定めるところにより、その者

の号給を調整することができる。 

(部分休業をしている職員の給与の取

扱い) 

(部分休業をしている職員の給与の取

扱い) 

第21条 職員が部分休業の承認を受けて

勤務しない場合には、その勤務しない1

時間につき、給与条例第23条第2項に規

定する勤務1時間当たりの給与額(非常

勤職員にあっては、当該非常勤職員の

勤務1時間当たりの給与額又は報酬額)

を減額して支給する。 

第21条 職員が部分休業の承認を受けて

勤務しない場合には、その勤務しない1

時間につき、給与条例第23条第2項に規

定する勤務1時間当たりの給与額(非常

勤職員にあっては、当該非常勤職員の

勤務1時間当たりの賃金額)を減額して

支給する。 

（日進市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

９ 日進市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４１

年日進町条例第２号）の一部を次のように改正する。 
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改正後 改正前 

(報酬の支給方法) (報酬の支給方法) 

第3条 日額で定められている報酬は、そ

の者が職務に従事した日数に応じて、

その都度支給する。ただし、市長が特

に必要と認めた場合は、月の1日から末

日までを計算期間とし、翌月の20日(そ

の日が国民の祝日に関する法律(昭和

23年法律第178号)に規定する休日(以

下「休日」という。)、日曜日又は土曜

日に当たるときは、その日前において、

その日に最も近い日で休日、日曜日又

は土曜日でない日。次条において同

じ。)に支給することができる。 

第3条 日額で定められている報酬は、そ

の者の職務従事後20日以内に支給す

る。 

第4条 月額で定められている報酬は、そ

の者が職務に従事した月の20日に支給

する。 

第4条 月額で定められている報酬は、そ

の者が職務に従事した月の20日に支給

する。ただし、その日が休日、日曜日

又は土曜日に当たるときは、その日前

において、その日に最も近い日で休日、

日曜日又は土曜日でない日を支給日と

する。 

別表(第2条、第7条関係) 別表(第2条、第7条関係) 

区分 報酬 旅費 

略 略 

略 旅費条

例に規定

する8級

の職務に

ある者の

相当額 

行政不服審査

会委員 

日額 10,000円

略 

消防団   

団長 年額 257,000円

副団長 年額 180,000円

分団長 年額 95,000円

副分団 年額 55,000円

区分 報酬 旅費 

略 略 

略 旅費条

例に規定

する8級

の職務に

ある者の

相当額 

行政不服審査

会委員 

日額 10,000円

法務嘱託職員 日額 10,000円

略 

消防団   

団長 年額 257,000円

副団長 年額 180,000円

分団長 年額 95,000円

副分団 年額 55,000円
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長 

部長 年額 37,500円

班長 年額 37,000円

団員 年額 36,500円

略 

福祉事務所嘱

託医 

月額 52,000円

略 

保育園耳鼻咽 年額 157,000円

喉科医 園児 675円

 1人 

 当た 

り 

略 

学校薬剤師 年額 206,000円

スポーツ推進

委員 

委員長 年額 130,000円

委員 年額 113,000円

長 

部長 年額 37,500円

班長 年額 37,000円

団員 年額 36,500円

区長 年額

均等

割 

320,000円

年額

世帯

割 

240円

略 

福祉事務所嘱

託医 

月額 52,000円

家庭相談員 月額 200,000円

母子・父子自立

支援員 

月額 78,000円

略 

保育園耳鼻咽 年額 157,000円

喉科医 園児 675円

 1人 

 当た 

り 

交通指導員 月額 85,000円

略 

学校薬剤師 年額 206,000円

教育支援セン

ター 

主任指

導員 

月額 242,500円

専任指

導員 

月額 206,300円

スポーツ推進

委員 

委員長 年額 130,000円

委員 年額 113,000円

社会教育指導

員 

月額 194,000円
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（日進市職員の給与に関する条例の一部改正） 

１０ 日進市職員の給与に関する条例（昭和３６年日進町条例第３０号）の一部を次

のように改正する。 

改正後 改正前 

(会計年度任用職員の給与) (非常勤職員の給与) 

第25条 法第22条の2第1項に規定する会

計年度任用職員の給与については、こ

の条例の規定にかかわらず、その職務

の特殊性等及び常勤の職員の給与との

権衡を考慮して、別に条例で定める。 

第25条 常勤を要しない職員(再任用短

時間勤務職員を除く。)については、任

命権者は、常勤の職員の給与との権衡

を考慮し、予算の範囲内で給与を支給

するものとする。 

 2 前項の常勤を要しない職員には、他の

条例に別段の定めがない限り、同項の

給与のほか、他のいかなる給与も支給

しない。 

別表第１ 報酬表（第４条関係） 

１ 行政職報酬表（一） 

職務の級 １級 

号給 
基準額 

円

１ １４４，１００

２ １４５，２００

３ １４６，４００

４ １４７，５００

５ １４８，６００

６ １４９，７００

７ １５０，８００

８ １５１，９００

９ １５３，０００

１０ １５４，４００

１１ １５５，７００

１２ １５７，０００

１３ １５８，３００

１４ １５９，８００
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１５ １６１，３００

１６ １６２，９００

１７ １６４，２００

１８ １６５，７００

１９ １６７，２００

２０ １６８，７００

２１ １７０，１００

２２ １７２，８００

２３ １７５，４００

２４ １７８，０００

２５ １８０，７００

２６ １８２，４００

２７ １８４，０００

２８ １８５，７００

２９ １８７，２００

３０ １８８，９００

３１ １９０，７００

３２ １９２，４００

３３ １９４，０００

３４ １９５，４００

３５ １９６，９００

３６ １９８，４００

３７ １９９，７００

備考 この表は、他の報酬表の適用を受けない全ての職員に適用する。 

２ 行政職報酬表（二） 

職務の級 １級 

号給 
基準額 

円

１ １３０，４００

２ １３１，３００

３ １３２，３００

４ １３３，２００

５ １３４，２００

６ １３５，２００

７ １３６，２００

８ １３７，２００
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９ １３８，０００

１０ １３９，０００

１１ １４０，０００

１２ １４１，１００

１３ １４１，９００

１４ １４２，９００

１５ １４３，９００

１６ １４４，９００

１７ １４６，０００

１８ １４７，２００

１９ １４８，４００

２０ １４９，６００

２１ １５０，７００

備考 この表は、機器の運転操作、庁舎の監視その他の庁務及びこれらに準ずる業

務に従事する職員で市長が規則で定めるものに適用する。 

３ 教育職報酬表 

職務の級 １級 ２級 

号給 
基準額 基準額 

円 円

１ １５８，６００ １７４，７００

２ １６０，１００ １７６，８００

３ １６１，６００ １７８，９００

４ １６３，１００ １８１，１００

５ １６４，９００ １８３，１００

６ １６６，８００ １８５，３００

７ １６８，６００ １８７，６００

８ １７０，４００ １８９，８００

９ １７２，２００ １９２，１００

１０ １７４，３００ １９４，９００

１１ １７６，３００ １９７，６００

１２ １７８，３００ ２００，３００

１３ １８０，３００ ２０３，２００

１４ １８２，５００ ２０４，９００

１５ １８４，７００ ２０６，５００

１６ １８７，０００ ２０８，３００

１７ １８９，３００ ２１０，１００
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１８ １９１，９００ ２１１，７００

１９ １９４，４００ ２１３，４００

２０ １９６，９００ ２１５，０００

２１ １９９，４００ ２１６，８００

２２ ２０１，１００ ２１８，７００

２３ ２０２，８００ ２２０，６００

２４ ２０４，５００ ２２２，５００

２５ ２０６，０００ ２２４，０００

２６ ２２６，０００

２７ ２２８，０００

２８ ２３０，１００

２９ ２３１，９００

３０ ２３４，６００

３１ ２３７，３００

３２ ２４０，０００

３３ ２４２，６００

３４ ２４５，４００

３５ ２４８，０００

３６ ２５０，７００

３７ ２５３，３００

３８ ２５５，８００

３９ ２５８，３００

４０ ２６０，６００

４１ ２６３，２００

４２ ２６５，６００

４３ ２６７，８００

４４ ２７０，０００

４５ ２７２，１００

４６ ２７４，４００

４７ ２７６，６００

 備考 この表は、中学校又は小学校に勤務する講師及びこれらに準ずる業務に従事

する職員で市長が規則で定めるものに適用する。 

４ 専門スタッフ職報酬表 

職務の級 １級 ２級 

号給 
基準額 基準額 

円 円
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１ ３７４，０００ ４２２，０００

備考 この表は、弁護士等高度の専門的な知識経験に基づく業務に従事する職員に

適用する。 

別表第２ 等級別基準職務表（第５条関係） 

１ 行政職報酬表（一） 等級別基準職務表 

職務の級 基準となる職務 

１級 定型的又は補助的な業務を行う職務 

２ 行政職報酬表（二） 等級別基準職務表 

職務の級 基準となる職務 

１級 土木技術員、作業員、調理員、用務員及び業務員の職務 

３ 教育職報酬表 等級別基準職務表 

職務の級 基準となる職務 

１級 定型的又は補助的な業務を行う職務 

２級 中学校又は小学校の講師の職務 

４ 専門スタッフ職報酬表 等級別基準職務表 

職務の級 基準となる職務 

１級 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用

して業務に従事する職務 

２級 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用 

 して困難な業務に従事する職務 


